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研究要旨 
【目的】本研究の目的は、自治体保健師の活動の変遷を把握した上で、2040 年以降を見
据えた自治体保健師に必要な能力を明らかにすることである。 
【方法】 まずは、自治体保健師の活動領域の変遷を把握するために、厚生労働省の保健
師活動領域調査（活動調査）の 2009 年度と 2018 年度分のデータの二次分析を行った。
その後、2040 年以降を見据えた自治体保健師に必要な能力の整理のために、現行の「自
治体保健師の標準的なキャリアラダー」公表の 2016 年以降の国内外の文献のレビュー
を実施した。加えて、自治体保健師と教育研究者計19名へのインタビュー調査により、
2040 年以降を見据えて、自治体保健師に必要な能力について尋ねた。 
【結果】保健師活動は全体として直接サービスの割合が減少、間接サービスが微増、
「その他」が増加、都道府県では業務連絡・事務が 6.1%増加、健康相談が 4.0%、保健
指導が 3.0%、家庭訪問が 2.0%減少、保健所設置市では業務管理が 2.1%増加、保健指導
が 2.7%、健康教育が 3.6%減少、市町村では業務管理が 9.3%増加、健康診査が 4.0%、
健康教育が 2.6%減少していた。2040 年以降を見据えて自治体保健師に必要な能力は、 
文献レビューからは、リーダーシップ能力、コミュニケーション能力、情報技術（IT・
ICT）を活用しデータに基づいて健康課題や事業の分析・評価を行う能力、インタビュ
ー調査からは、経営的視点を持ち、事業の企画にとどまらず改善や廃止・再編を判断す
る能力、自治体を超えた広域連携ならびに保健・医療・福祉・介護分野を超えた多分野
との連携を推進する能力、AI 等の新技術を適切に利活用できる能力、プラネタリーヘル
スの視点を踏まえたマルチハザードの予測および予防的対応を検討する能力、自分自身
の業務を管理・最適化できるセルフマネジメント能力等が整理できた。 
【結論】2040 年以降を見据えた自治体保健師に必要な能力を整理した結果、新技術を利
活用する能力、健康危機管理に関する更なる能力（応援派遣等）、保健師個人の自己研
鑽や管理に関する能力が明らかになった。さらに、限られた人員および財源の中で保健
事業を効果的かつ効率的に実施する能力や、広域連携や他部署連携の重要性から、既存
の枠組みにとらわれない柔軟な姿勢・態度の重要性も示唆された。 
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A． 研究目的 
 2040 年以降の日本の地域社会では、さらなる少子高齢化と生産年齢人口の減少し、
単独世帯・夫婦のみ世帯といった小規模世帯の増加が見込まれている 1)。これにより、
現在と比して家族形態は大きく変化する。地域においては共助機能の脆弱化が進み、
孤立・孤独の深刻化や社会格差の拡大が顕著になることが予測されている 2)。さらに
近年では、気候変動や新興感染症等、環境問題・健康危機の深刻化も指摘されている
3.4) 。 

このように、地域における健康課題は今後さらに多様化・複雑化することが予想さ
れ、現行の制度や支援体制では十分に対応できない住民層が生じる可能性がある。新
たな健康課題を抱えることが想定される 2040 年以降の日本において、地域社会を保
健・医療・福祉の側面から包括的に支える保健師への期待は大きい。 

しかしながら、日本は深刻な人口減少社会に直面しており 5)、2050 年には４割以上
の市町村が人口 1 万人未満となると推計されており、特に地方で顕著になる。自治体
規模の縮小に伴い、各自治体の職員数は減少し、同様に保健師数の減少も予測されて
いる。以上より、自治体保健師一人ひとりが、これまで以上に高い専門性と実践能力
を発揮することが求められる時代になると考えられる。 

自治体保健師に必要な能力に関しては、厚生労働省が 2016 年に「自治体保健師の標
準的なキャリアラダー（以下、キャリアラダー）」6) (厚生労働省, 2016)を公表し、保
健師の活動領域ごとに求められる能力を段階的に整理した。このキャリアラダーは、
日本の多くの自治体保健師の人材育成体制の整備に活用されている。一方で、策定か
ら約 10 年経過し、少子高齢化の進行、健康格差の拡大、新興感染症や自然災害への対
応等、地域を取り巻く状況は大きく変化している。このような社会構造の変化を踏ま
えると、現行のキャリアラダーで示された能力のみでは、2040 年以降の健康課題に十
分対応できない可能性がある。 

そこで本研究では、2040 年以降を見据え、現行のキャリアラダーに明記されていな
い新たな自治体保健師の能力を整理することを目的とする。また、前提として、近年
の保健師活動の状況も把握する。 
 
B．研究方法 
1)自治体保健師の活動領域の変遷の把握 
 2040 年以降を見据えた自治体保健師必要な能力を整理する前に、近年の保健師活動
の状況を把握するために、厚生労働省の保健師活動領域調査（活動調査）のデータを
基に保健師の活動内容（直接対人支援、地域・組織支援、施設管理・業務及び組織マ
ネジメント等の割合）の変化を記述した。2009 年度と 2018 年度のデータ（直接サー
ビス、間接サービス、「その他」の 3 領域 21 項目）を用い、各活動の従事時間の割合
の変化を分析した。分析では都道府県、保健所設置市・特別区（以下、HC 設置市）、
市町村毎に各活動の割合を比較し、±2.0％以上の差があった活動を「変化あり」とし
た。その活動について、自治体の種類と人口規模で分類した自治体群で変化の傾向を
比較した。自治体の種類と人口規模は活動調査の分類に準じた。なお、都道府県は 47
と少数のため人口規模別に分類しなかった。 
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2)2040 年以降を見据えた自治体保健師に必要な能力の整理 
(1)文献検討 
 キャリアラダー策定から約 10 年経過し、人口減少や地域課題の複雑化、高度化等の
社会的背景の変遷を踏まえ、現行のキャリアラダーに明記されていない自治体保健師
に求められる能力の要素を抽出した。 
 国内外で研究論文や報告書 7-15)等の約 80 本の文献調査を実施し、キャリアラダーで
示されていない能力を抽出した。 
 
(2)インタビュー調査  
 研究対象者は、研究テーマである「2040 年以降を見据えた自治体保健師に必要な能
力」に興味・関心を示した都道府県・市町村保健師および教育研究者とした。保健師
は、3 年以上の自治体保健師としての経験、教育研究者においても、自治体保健師の
経験のある者とした。年代、性別、職位、自治体種別、地域性、市町村の人口規模
（小規模市町村・一般市）の違い等バリエーションを持たせてリクルートした。 
 研究者の機縁法により研究テーマについて詳しく語ってもらえると考えられる研究
対象者に調査協力依頼書、同意書、フェイスシート、インタビューガイド、キャリア
ラダーを送付し、研究の趣旨及び研究に関する説明、依頼をし、同意を得た者を研究
参加者とした。調査方法は、研究参加者の希望に応じ、フォーカス・グループ・イン
タビュー(以下、FGI)または個別インタビューとし、いずれもオンラインで実施し
た。調査期間は、2025 年 11～12 月であった。 
 質問項目は、「現行のキャリアラダーに記されていないが、2040 年以降を見据えた
自治体保健師に必要な能力は何か」であった。 

FGI は全 6 回 53-79 分、個別インタビュー2 回は 49-71 分であった。インタビュー
内容は，研究参加者の同意を得て録音した．自治体保健師の基本情報（年代、性別、
保健師教育機関、自治体種別、自治体の人口規模、経験年数、職位等）、教育研究者
（年代、性別、自治体保健師経験年数、最終学歴、教育・研究の経験年数、職位等）
はフェイスシートとして面接前に提出してもらった。質的記述的に分析し、2040 年以
降を見据えた自治体保健師に必要な能力を整理した。 
 
3)倫理面の配慮 

(2)のインタビュー調査については、研究参加者に、研究の意義・目的等について、
文書を添えて口頭による説明を行い書面にて同意を得た。研究参加は自由意志に基づ
くもの、中断または中止が可能であり不利益は生じないこと、さらに調査終了後でも
1 か月以内であれば同意の撤回ができることを伝えた。倫理審査委員会の承認を受け
て実施した（国際医療福祉大学東京赤坂地区倫理審査委員会 25-TA-198、2025 年 11
月 17 日承認）。 
 
C．研究結果 
1)自治体保健師の活動領域の変遷 
 全体として直接サービスの割合は減少し、間接サービスは微増、「その他」は増加し
ていた。都道府県では業務連絡・事務が 6.1%増加し、健康相談が 4.0%、保健指導が
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3.0%、家庭訪問が 2.0%減少していた。HC 設置市では業務管理が 2.1%増加し、保健
指導が 2.7%、健康教育が 3.6%減少していた。市町村では業務管理が 9.3%増加し、健
康診査が 4.0%、健康教育が 2.6%減少していた。 

変化があった活動について、家庭訪問は都道府県、人口 2 万人以上 5 万人未満、5 万
人以上 10 万人未満の市町村で減少していた。一方で、人口 60 万人以上の HC 設置市
等、2%未満だが増加していた自治体群もあった。保健指導はほとんどの自治体群で減
少か横ばいであったが、人口 20 万人以上の市町村で増加していた。健康相談、健康診
査、健康教育は全ての自治体群で減少か横ばいであった。業務管理は全ての自治体群
で増加か横ばいであった。業務連絡・事務はほとんどの自治体群で増加か横ばいであ
った。一方で、2%未満だが人口 60 万人以上の HC 設置市で減少が見られた。 
 
2)2040 年以降を見据えた自治体保健師に必要な能力の整理 
(1)文献検討 

現行のキャリアラダーに明記されていない保健師の新たな能力として、主に、リー
ダーシップ能力、コミュニケーション能力、情報技術（IT・ICT）を活用しデータに
基づいて健康課題や事業の分析・評価を行う能力が抽出された。 

また、今後必要な新たな保健師の活動領域として、健康危機管理に関する活動とし
て応援派遣、管理的活動としてプロフェッショナル・ディベロップメントが抽出され
た。 
 
(2) インタビュー調査 
 インタビュー参加者は自治体保健師 9 名、教育研究者 10 名であった。自治体保健師
は、30 代 5 名、40 代 1 名、50 代 4 名であり、自治体種別は、都道府県 5 名、政令市・
特別区 2 名、市町村 3 名であった。保健師の経験年数は、7～37 年で、職位は主事～
課長まで幅広い対象であった。教育研究者は、30 代 2 名、40 代 2 名、50 代 1 名、60
代 1 名で、助教から教授、教育研究の経験年数は、4～30 年まで幅広い対象であった。
自治体保健師の経験年数は平均 6.7 年であった。 

2040 年以降を見据えた自治体保健師に必要な能力の主なものは、経営的視点を持ち、
事業の企画にとどまらず改善や廃止・再編を判断する能力、自治体を超えた広域連携
ならびに保健・医療・福祉・介護分野を超えた多分野との連携を推進する能力、AI 等
の新技術を適切に利活用できる能力、プラネタリーヘルスの視点を踏まえたマルチハ
ザードの予測および予防的対応を検討する能力、自分自身の業務を管理・最適化でき
るセルフマネジメント能力等が整理できた。 
 
D.考察 
1)自治体保健師の活動領域の変遷 
 直接サービスの提供は減少し、事務的業務が増加する傾向がみられた。一方で、人
口 60 万人以上の保健所所設置市等人口規模の大きい自治体においては、この傾向は比
較的緩やかであった。こうした差異には、業務のシステム化や、保健師および事務職
等の職員構成の変化が影響している可能性が示唆された。 
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また、個別の活動領域に着目すると、健康相談および健康教育の減少については、
インターネットや動画等の普及により、地域住民が健康情報を取得する環境が変化し
たことが一因である可能性が考えらえる。さらに、健康診査の減少については、少子
化の進展に加え、健診業務の外部委託の拡大が影響している可能性が示唆された。 
 
2)2040 年以降を見据えた自治体保健師に必要な能力の整理 
 文献レビューとインタビュー調査の双方から共通して抽出された、2040 年以降を見
据えた自治体保健師に必要な能力は大きく三つに整理された。第一に、情報技術
（IT・ICT）を利活用し、データに基づいて健康課題や事業の分析・評価を行う能力
である。第二に、健康危機管理に関する能力である。具体的には、応援派遣の対応能
力やプラネタリーヘルスの視点を踏まえたマルチハザードの予測および予防的対応を
検討する能力である。第三に、プロフェッショナル・ディベロップメントやセルフマ
ネジメントに代表される、保健師個人の自己研鑽おおよびや管理に関する能力であ
る。 
 一方、主として文献レビューからは、リーダーシップ能力とコミュニケーション能
力の重要性が抽出された。また、インタビュー調査からは、経営的視点を持ち、事業
の企画にとどまらず改善や廃止・再編を判断する能力、自治体を超えた広域連携なら
びに保健・医療・福祉・介護分野を超えた多分野との連携を推進する能力が抽出され
た。これらの結果から、2040 年以降の社会構造の変化を見据えると、限られた人員及
び財源の中で、マネジメントの視点を持ちながら、効率的かつ効果的に保健活動を展
開することの重要性が高まるとともに、従来の自治体内に限定された連携に加え、広
域的かつ多分野横断的な連携の必要性が一層高まることが示唆された。 

現段階は分析途中のため、今後は既存のキャリアラダー（管理的保健師に向けた能
力に係るキャリアラダー（B 表））や、キャリアレベルごとの能力との整合性を踏まえ
さらなる分析を行うとともに、その妥当性を検証する調査を実施する。これにより、
2040 年以降を見据えたキャリアラダーの改訂の検討を行っていく。 
   
E.結論 
 本研究により、2040 年以降を見据えた自治体保健師に必要な能力を整理した結果、
新技術を利活用する能力、健康危機管理に関する更なる能力（応援派遣）、保健師個人
の自己研鑽や管理に関する能力が明らかになった。さらに、限られた人員および財源
の中で保健事業を効果的かつ効率的に実施する能力や、広域連携や他部署連携の重要
性から、既存の枠組みにとらわれない柔軟な姿勢・態度の重要性も示唆された。 
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